
  

 

 

令 和 元 年 ５ 月 

大 東 市 議 会 

特 別 議 会 議 案 
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印刷物番号 
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議案第３２号                                      主要改正点 

  ・ふるさと納税に係る寄附金税額控除の対象となる寄附金を、総務大臣が指定する特例控除

対象寄附金に限定したこと。 

 大東市市税条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

第１条 ～ 第３４条の６ （略） 

 （寄附金税額控除） 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号および第

２号に掲げる寄附金を支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額（当

該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあ

っては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除

額」という。）をその者の第３４条の３および前条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第１１項に定めるところにより計算した金額

とする。 

第３４条の８ ～ 第１４５条 （略） 

 

   付 則 

第１条 ～ 第７条の３の２ （略） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第７条の４ 第３４条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第 

３１４条の７第１１項第２号もしくは第３号に掲げる場合に該当する場合または第３４

条の３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額および課税山林所得金額を

有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、付則第１６条の３第

１項、付則第１６条の４第１項、付則第１７条第１項、付則第１８条第１項、付則第１９

条第１項、付則第１９条の２第１項または付則第１９条の３第１項の規定の適用を受け

るときは、第３４条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附

 第１条 ～ 第３４条の６ （略） 

 （寄附金税額控除） 

第３４条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号および第

２号に掲げる寄附金を支出した場合においては、法第３１４条の７第１項に規定すると

ころにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同項第１号に掲げる寄附金を支出

した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項に

おいて「控除額」という。）をその者の第３４条の３および前条の規定を適用した場合の

所得割の額から控除するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額

を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第２項に定めるところにより計算した金額と

する。 

第３４条の８ ～ 第１４５条 （略） 

 

   付 則 

第１条 ～ 第７条の３の２ （略） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第７条の４ 第３４条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第 

３１４条の７第２項第２号もしくは第３号に掲げる場合に該当する場合または第３４条

の３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額および課税山林所得金額を有

しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、付則第１６条の３第１

項、付則第１６条の４第１項、付則第１７条第１項、付則第１８条第１項、付則第１９条

第１項、付則第１９条の２第１項または付則第１９条の３第１項の規定の適用を受ける

ときは、第３４条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則

－２－                                            －３－ 



新  旧 

   

則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。）に定めるところにより計算した金額とする。 

第８条 （略） 

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等） 

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において「申告特例対

象寄附者」という。）は、当分の間、第３４条の７第１項および第２項の規定により控除

すべき金額の控除を受けようとする場合には、第３６条の２第４項の規定による申告書

の提出（第３６条の３の規定により当該申告書が提出されたものとみなされる所得税法

第２条第１項第３７号に規定する確定申告書の提出を含む。）に代えて、法第３１４条の

７第２項に規定する特例控除対象寄附金（以下この項および次条において「特例控除対

象寄附金」という。）を支出する際、法附則第７条第８項から第１０項までに規定すると

ころにより、特例控除対象寄附金を受領する都道府県の知事または市町村もしくは特別

区の長（次項および第３項において「都道府県知事等」という。）に対し、同条第８項に

規定する申告特例通知書（以下この条において「申告特例通知書」という。）を送付する

ことを求めることができる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において「申告特例の求

め」という。）を行った申告特例対象寄附者は、当該申告特例の求めを行った日から賦課

期日までの間に法附則第７条第１０項第１号に掲げる事項に変更があったときは、同条

第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」という。）の翌年の

１月１０日までに、当該申告特例の求めを行った都道府県知事等に対し、施行規則で定

めるところにより、当該変更があった事項その他施行規則で定める事項を届け出なけれ

ばならない。 

３ 申告特例の求めを受けた都道府県知事等は、申告特例対象年の翌年の１月３１日まで

に、法附則第７条第１０項の規定により申請書に記載された当該申告特例の求めを行

った者の住所（同条第１１項の規定により住所の変更の届出があったときは、当該変

更後の住所）の所在地の市町村長に対し、施行規則で定めるところにより、申告特例

通知書を送付しなければならない。 

第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を

含む。）に定めるところにより計算した金額とする。 

第８条 （略） 

（個人の市民税の寄附金控除額に係る申告の特例等） 

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において「申告特例対

象寄附者」という。）は、当分の間、第３４条の７第１項および第２項の規定によって控

除すべき金額の控除を受けようとする場合には、第３６条の２第４項の規定による申告

書の提出（第３６条の３の規定により当該申告書が提出されたものとみなされる所得税

法第２条第１項第３７号に規定する確定申告書の提出を含む。）に代えて、法第３１４条

の７第１項第１号に掲げる寄附金（以下この項および次条において「地方団体に対する

寄附金」という。）を支出する際、法附則第７条第８項から第１０項までに規定するとこ

ろにより、地方団体に対する寄附金を受領する地方団体の長に対し、同条第８項に規定

する申告特例通知書（以下この条において「申告特例通知書」という。）を送付すること

を求めることができる。 

 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において「申告特例の求

め」という。）を行った申告特例対象寄附者は、当該申告特例の求めを行った日から賦課

期日までの間に法附則第７条第１０項第１号に掲げる事項に変更があったときは、同条

第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」という。）の翌年の

１月１０日までに、当該申告特例の求めを行った地方団体の長に対し、施行規則で定め

るところにより、当該変更があった事項その他施行規則で定める事項を届け出なければ

ならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は、申告特例対象年の翌年の１月３１日までに、

法附則第７条第１０項の規定により申請書に記載された当該申告特例の求めを行った者

の住所（同条第１１項の規定により住所の変更の届出があったときは、当該変更後の住

所）の所在地の市町村長に対し、施行規則で定めるところにより、申告特例通知書を送付

しなければならない。 

－４－                                            －５－ 



新  旧 

   

４ （略） 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出し、か

つ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送付があった場

合（法附則第７条第１３項の規定によりなかったものとみなされる場合を除く。）には、

法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべき額を、第３４条の７第１項

および第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。 

第１０条 ～ 第２９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ （略） 

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対する寄附金を支出し、

かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送付があった

場合（法附則第７条第１３項の規定によりなかったものとみなされる場合を除く。）にお

いては、法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべき額を、第３４条の

７第１項および第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。 

第１０条 ～ 第２９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

－６－                                            －７－ 


